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今年の総会・全国集会は 

     １１月１６日~１７日 

         東京で開催します   

                     
11 月 16 日(金)	 

13時～14時 30分	 

国土交通省前集会と要請行動	 

内閣府前集会と要請行動	 

15時～18時	 院内集会	 	 

「公共事業徹底見直しを実現する集会」＝増税バラマキを許さない＝ 
	 衆議院第一議員会館	 大会議室	 

	 

11 月 17 日(土)	 	 

9時～12時	 	 第１９回水源連総会	 
	 	 	 全水道会館５階中会議室（JR水道橋駅東口３分）	 

	 	 	 	 	 	 （昼食・懇親会も予定）	 

	 	 

  

〒223-0064 横浜市港北区下田町６‐２‐２８

電話	  045-620-2284	  	  	  FAX	  045-620-2284	  

郵便振替	  	  	  	  	  	  	  	  00170-4-766559	  

メールアドレスmizumondai@xvh.biglobe.ne.jp	  

	  	  http://suigenren.jp/	  

	  	  	  	  	  	  	  	  	  全面リニューアルし上記URLに移行しました	  	  

《水源連はパタゴニア日本支社の助成を受けています》	  



 2 

水源連総会と全国集会のお知らせ  
1.  今年の水源連総会と全国集会の持ち方	 
水源連総会と全国集会は毎年、ダム問題を抱える全国の皆さんのご協力を得て、持ち回りの形で開催

してきました。 
今年の水源連総会と全国集会は、2009 年政権交代で約束されたはずの「コンクリートから人へ」が

「人からコンクリートへ」と完全に逆転してしまったことに対する怒りを結集し、ダムをはじめとした

「公共事業の徹底見直し」を何としても実現するため、11月 16～17日に東京で開催します。 
水源連事務局は、ダムだけではなく、道路問題、リニア新幹線問題、湿地開発問題、スーパー堤防問

題等で闘われている皆さんと団結して現在の状況に対応することが必要と判断し、実行委員会を結成し

て、「公共事業徹底見直しを実現する集会」＝増税バラマキを許さない＝	 を 11 月 16 日に開催する準
備を進めてきました。この集会を今年の全国集会として位置付けます。 
総会は翌 17日午前中に全水道会館 5階中会議室で開催します。是非全国から多くの方の参加をお願

いします。 
 

2.  11 月 16・17 日の日程	 
11 月 16 日(金)	 

13 時～14 時 30 分	 

国土交通省前集会と要請行動	 

内閣府前集会と要請行動	 

15 時～18 時	 

院内集会	 「公共事業徹底見直しを実現する集会」＝増税バラマキを許さない＝	 

	 衆議院第一議員会館	 大会議室	 

	 	 ＊２時 30 分から入口で入構証を配布します。	 

基調講演	 「増税で公共事業バラマキを許さない」	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 市川守弘氏（日本環境弁護士連盟	 副代表）	 	 

特別報告	 「公共事業改革基本法案（試案）」について	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 鈴木堯博氏（日弁連	 元公害対策環境保全委員長）	 

各分野からの報告	 道路、ダム、砂防ダム、スーパー堤防、リニア新幹線、湿地埋立

他	 

参加団体からの報告	 	 当日参加団体（時間が許す範囲で）	 

国会議員挨拶	 	 	 随時	 

集会宣言採択	 

主催	 11.16 公共事業徹底見直しを実現する集会実行委員会	 

	 	 	 連絡先	 045-620-2284(水源連事務局）	 

構成団体	 道路住民運動全国連絡会、水源開発問題全国連絡会、ラムネット日本、全国自

然保護連合、スーパー堤防問題を考える協議会、日本湿地ネットワーク、外

環道ネットワーク、日本環境法律家連盟、渓流保護ネットワーク・砂防ダム

を考える、日本森林生態系保護ネットワーク	 
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11 月 17 日(土)	 

9：00～12：00	 	 全水道会館 5階中会議室にて	 	 	 水源連総会	 

終了後、昼食を取りながら懇親会を予定 
総会ではいつものように、皆さんからの活動報告をいただいた後に当面の課題について討議し

ます。 
「見直したがやはりダム」というダム検証結果が続出し、その結果を国交省の有識者会議がそ

のまま追認し、国交省の対応方針となっています。ダム事業の必要性の捏造が罷り通っています。 
今年の総会では、このようなダム検証の形骸化の実態にメスを入れ、ダム建設の流れを反転さ

せるための方策について皆様とともに知恵を絞りたいと思います。 
 

3.  「公共事業徹底見直しを実現する集会」＝増税バラマキを許さない＝	 
行動をもつわけ	 

世論の反対を押し切って、3党合意で消費税増税法が成立してしまいました。その合意に至
った修正案にはなんと公共事業への大盤振る舞いが付則としてつけられていたのです。その付

則には「財政による機動的対応が可能となる中、成長戦略、事前防災、減災の分野に資金を重

点配分する」とあります。3.11東日本大震災につけ込んだ「増税バラマキ＝公共事業の全面復
活」です。 
「増税バラマキ＝公共事業の全面復活を許さない」をスローガンに、公共事業の各分野で闘

っている仲間が連帯した行動をもつことが必要と判断し、道路住民運動全国連絡会、ラムネッ

ト日本、全国自然保護連合、スーパー堤防問題を考える協議会、日本湿地ネットワーク、外環

道ネットワーク、日本環境法律家連盟、渓流保護ネットワーク・砂防ダムを考える、日本森林

生態系保護ネットワーク、水源連の 10 団体で「11.16公共事業徹底見直しを実現する集会実行
委員会」を結成して、抗議要請行動と院内集会を持つことにしました。 

◎	 「増税バラマキ＝公共事業の全面復活」に関する参考資料	 

• 社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法等の一部

を改正する法律案に対する修正案附則 18条 2 

 
●新聞報道	 後掲 

・東京新聞「自民、公明、民主、公共

事業」20120730	  

・朝日新聞	 社説.	  20120722	 	  

・宮崎日日新聞	 社説	 20120906 

 
 
 
 

	 ２	 税制の抜本的な改革の実施等により、財政による機動的対応が可能となる中で、我が国経

済の需要と供給の状況、消費税率の引上げによる経済への影響等を踏まえ、成長戦略並びに事

前防災及び減災等に資する分野に資金を重点的に配分することなど、我が国経済の成長等に向

けた施策を検討する。	 
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4.  総会について皆さんへのお願い	 
◎	 活動報告のお願い	 

11 月 17 日の総会ではいつものように、全国の皆さんがこの一年間取り組まれてきたことを報告し

合いたいと思います。つきましては同封する用紙に記入の上、お送りください。	 

送付先：メールへの添付 FILE/	 水源連事務局	 mizumondai@xvh.biglobe.ne.jp	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 封書もしくは FAX/	 水源連事務局までお送りください。	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 〒223-0064 横浜市港北区下田町６‐２‐２８	 	 	 	 FAX	 045-620-2284	 

	 	 	 	 	 	 締め切りは 11 月 5 日です。	 	 

◎	 参加のお願い	 

16 日の抗議要請行動と全国集会、17 日の水源連総会に是非ご参加ください。	 

参加申し込み用紙を同封しますので、FAX もしくは封書の場合は上記宛に、メールの場合は水源連

事務局	 mizumondai@xvh.biglobe.ne.jp へお願いします。	 

なお、16 日の宿泊先については皆さん各自での手配をお願いします。航空券や JR 切符などとビジ

ネスホテルがセットになっている商品を求められるのがよいと思います。	 

16 日は霞ヶ関・永田町周辺での活動です。	 

17 日は水道橋駅すぐそばの全水道会館（東京都文京区本郷１‐４‐１）です。	 

宿泊先を決める際の参考にしてください。	 

 
5.  水源連ホームページのリニューアルについて	 
	 この度、パタゴニア日本支社のご支援のもと、水源連ホームページを全面リニューアル・再構築しました。 

これまでのホームページのコンテンツを受け継ぐとともに、一般の人が入りやすく、ダム問題についての様々

な情報を平易に伝える内容にしていきたいと思います。是非、ご覧ください。 

［ダムマップと最新状況］については各地からの情報を整理し順次充実させて行く予定です。最新の情報や

写真等を事務局までお寄せ下さい。また、団体のホームページについてのリンクも広げて行きたいと思って

いますので、リンク可能なホームページをお持ちの団体はご連絡下さい。 

新しい水源連ホームページのURLは	 	 http://suigenren.jp/	 です。 
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東京新聞 2012.7.30 
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朝日新聞	 

2012.7.22
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宮崎日日新聞	 社説	 2012年09月06日	 	 

公共事業拡大論	 	 

財政再建と整合的に進めよ	 	 

「防災・減災対策事業への予算配分の重点化を図る」とした2013年度予算の概算要求基準を政府が閣議
決定し、公共事業に関する政策に注目が集まっている。	 	 

国民の生命、財産を守るのは政治の責務であり、東日本大震災や記録的な集中豪雨の教訓、南海トラフ

巨大地震の被害想定を踏まえれば、防災強化の政策に国民の期待するところは大きい。	 	 

3党合意で成立した消費税増税法の付則には「財政による機動的対応が可能となる中、成長戦略、事前
防災、減災の分野に資金を重点配分する」とある。つまり増税で財政に余力が生じ、公共事業拡大を事

実上請け合う文言になっているのだ。この付則があって概算要求基準も決まったと思われる。	 	 

しかし財政規律を緩め、歳出拡大に一気に踏み出すのは時期尚早ではないか。効率の悪い一律の大型事

業は避け、緊急性の高さで事業ごとに優先順位をつけるなど、財政再建と整合的に進めることが重要だ。	 	 

■歓心買う政策が台頭■	 	 

今春以降、公共事業の拡大路線を打ち出す政党が相次いでいる。	 	 

自民党は「国土強靱化基本法案」を6月に国会に提出。次期衆院選マニフェスト（政権公約）の目玉に
掲げた。防災分野に10年間で民間資金を含め総額200兆円を投資し、三大都市圏を中心に耐震化や高速
道路整備といったインフラ事業が計画の柱とされる。	 	 

財源として、建設国債や「日本再生債」創設などが検討されているが、財源の償還方法など不透明な部

分もある。財政再建との両立を明確にするべきだ。	 	 

公明党も、インフラ整備に10年間で100兆円を投資する「防災・減災ニューディール」を打ち出した。
財源には建設国債の発行などを想定。民主党も八ツ場ダム（群馬県）や整備新幹線などの公共事業を復

活させ、有権者の歓心を買う政策が台頭している。	 	 

■緊急性や重要度が鍵■	 	 

日本の公共事業は1997年度当初予算の9兆7千億円をピークに、2011年度の5兆円まで削減が進んだ。人
口増加と高度成長を両輪に、全国一律の大型公共事業を推進し、さらなる成長の基盤を整備する経済シ

ステムはもはや過去のものだ。	 	 

今後、一層の高齢化と人口減、低成長の時代を迎え、旧来の公共事業は大きな問題を抱える懸念がある。

既に老朽化が始まっているインフラのすべてを維持、管理し、更新していくには巨額の費用が必要で、

無理がある。事業の緊急性や重要度を新たなインフラ整備の鍵としたい。	 	 

だがそれ以前に、与野党は懸案の公債発行特例法案処理に取り組むべきだ。法案が成立せず赤字国債

が発行できないため、政府は 12 年度予算執行を抑制する異例の事態に陥った。地方交付税の支払い延
期も検討されている。国民生活安定に最優先で取り組む政治を、まず実現させなくてはならない。 

 



「公共事業徹
底見直しを実

現する集会」

　　＝増税で
バラマキを許

さない！＝

2012年11月16日（金）午後３時~６時

衆議院第一議員会館　大会議室
＊２時30分から入口で入構証を配布します。

基調講演　増税で公共事業バラマキを許さない（仮題）

　　　　　　　　　　　　　講師交渉中　

特別報告　「公共事業改革基本法案（試案）」について　
　　　　　　　　　鈴木堯博氏（日弁連　元公害対策環境保全委員長）
各運動体からの報告　　道路、ダム（砂防ダムを含む）、スーパー堤防、

　　　　　　　　　　　リニア新幹線、湿地埋立他

主催　11.16公共事業徹底見直しを実現する集会実行委委員会

　　　連絡先　045-620-2284(水源連事務局）
参加団体　道路住民運動全国連絡会、水源開発問題全国連絡会、ラムネット日本、全国自然保護連合、スーパー堤防問題を考える協議会

要請・アピール行動

11月16日午後 １時~国土交通省要請行動

　　　　　同　２時~総理大臣宛要請行動（内閣府）

代表による要請行動と平行して門前でのアピール行動を行います

消費税増税と同時に震災復興・防災を名目にムダで有害な公共事業が次々と復

活、新たな事業バラマキも目論まれている状況に怒り抗議する全国集会！

11.16
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